
１ はじめに

大阪府では，平成１４年度から電子調達（電子入

札）第一期システムを開発し，平成１５年度１９件の

建設工事の電子入札を実施，すでにこれら電子入

札案件の開札を終えたところである。

現在，審査の自動化をはじめ大幅に機能を強化

した第二期システムに移行するべく，システムを

一時休止して開発作業を進めており，平成１６年３

月１日より稼動を予定している。

今後も電子調達（電子入札）の対象案件を拡大

していくこととしているが，平成１５年度の実施状

況も含めて，大阪府における取り組みを紹介す

る。

なお，大阪府では，単に入札手続きだけの電子

化を行うのではなく，工事発注計画の策定から予

算管理，入札・契約から検査・支払いに至る調達

手続き全体をシステム化することをめざしてお

り，特に「電子調達システム」という名称を用い

ていることに留意いただきたい。

２ 電子調達推進の目的

電子調達推進の行政目的として，�「公共工事

入札・契約事務改善の基本方向」に基づく公正な

入札の実現，�「e―ふちょう」アクション・プラ

ンの一環として事務の効率化を図ること，が挙げ

られる。

� 入札・契約事務の透明性・客観性，競争性

の向上

大阪府では平成１３年８月に抜本的な入札・契約

事務の改善を図るため「公共工事入札・契約事務

改善の基本方向」をとりまとめ，最低制限価格の

事前公表や契約約款に損害賠償予約条項の整備な

どの入札・契約手続きの改善，入札・契約の過程

を第三者の視点からチェックする「入札監視委員

会」の設置，不当な圧力や行為等に組織的に対応

する大阪府独自の取り組みである「公正職務執行

確保委員会」の設置等，さまざまな取り組みを進

めてきた。

電子調達システムの導入は，「公共工事入札・

契約事務改善の基本方向」の一環であり，さまざ

まな入札・契約事務の制度的改善と並行して進め

ているものである。

すなわち，人間の介在による裁量等の幅を極小

にするとともに，調達事務の過程をインターネッ

トという衆人環視の状態に置くことで透明性・客

観性の一層の向上をめざすものである。大阪府の

電子調達システムの最大の特徴である「開札まで

入札参加者がわからない」ことも透明性・客観性

が高い，不正の起こりにくい入札の実現に効果が
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あがるものと考えている。

また，インターネット上で入札公告情報が閲覧

でき，入札手続きも行政窓口に出向くことなく，

事業所や自宅から居ながらにして入札参加ができ

ることから，事業者の入札参加意欲を刺激し，結

果として入札参加者が増え，競争性が高まること

も期待している。

� 事務の効率化

国政レベルでも電子政府実現のため，さまざま

な手続きの電子化，オンライン化が急速に進みつ

つあるが，大阪府でも「e―ふちょう」アクション・

プランを平成１３年３月に策定し，行政手続き全般

の業務改善，簡単・便利な電子サービスを提供す

る「府民本位」の行政システムを構築することと

している。

電子調達システムの開発・導入は，この「e―ふ

ちょう」アクション・プランの一環と位置付けら

れており，とかく煩雑になりがちな建設工事の入

札・契約事務において，大幅な事務の効率化を図

るものである。

具体的に効率化を図るべき項目としては，�建

設工事で９，０００社（者）を超える入札参加資格登

録データベースの保守・管理，�発注予定情報の

定期的提供，�入札参加申請，設計図書配布，入

札書提出など対面で行っている事務手続き，�部

局ごとに異なる工事契約管理システムなどの存

在，�部局ごとに行われている入札手続きなどが

挙げられる。

システム化を契機にこうした手続きの全庁統一

化，合理化を図ることで事務の大幅な効率化を実

現することをめざしている。

以上，二つの観点から電子調達を推進すること

で，事務の効率化による行政コストの削減ととも

に，競争性の向上による，落札価格の低減効果を

も見込み，きわめて厳しい状況にある大阪府の行

財政改革に少なからず寄与できるのではないかと

考えている。

３ 大阪府電子調達システムの特徴

大阪府電子調達システムは，電子入札コアシス

テムを採用し，操作や画面構成は国土交通省と同

一であるが，次のような特徴を備えている。

第一にシステム化による合理化効果を最大限に

発揮する，第二に開札まで参加者のわからない入

札を実現するために独自の機能も盛り込んだ。

� 入札・契約業務全体を電子化

国土交通省のシステムと共通の高度なセキュリ

ティを確保するため，入札参加者の本人確認に IC

カードを用いるが，次のとおり，インターネット

を利用したことのある人なら比較的簡単に操作で

きるよう配慮されている（図―１）。

� 入札公告情報や結果の閲覧

インターネットエクスプローラー等のインター

ネット閲覧ソフト（ブラウザ）でホームページを

見るのと全く同様に行える。大阪府のホームペー

ジにリンクを設けているため，面倒なアドレス入

力も不要である。

� 発注部局からの通知

�と同様システムの画面で確認できるほか，入

札手続きに関する通知は電子メールで行う。

� 入札書の提出，入札参加申請

インターネットショッピング，掲示板への投稿

と同様，システムの画面で指定された項目を入力

して送信ボタンを押すことで完結する。

� 設計図書の電子配布

電子入札案件の「入札公告情報」の画面から設

計図書等をダウンロードできる。各種ソフトウエ

アや画像のダウンロードと同じ仕組み，操作で行

える。

� 開札まで入札参加者がわからない

開札時までは，発注部局の職員も業者も，入札

参加業者数や名前がわからない仕組みを持つ。

個々の入札参加者は，自分が入札参加しているこ

とはわかっても他の入札参加者に関する情報はシ

ステム上一切わからない。
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図―１　大阪府電子調達システムの概要�

� 紙入札との併用は行わない

電子入札の対象案件については，前述の「開札

時までは入札参加者名がわからない」仕組みの実

現や，システム導入による業務効率化のメリット

を活かすため，従来の紙による入札との併用を一

切行わないこととしている。

� 自動審査

入札案件ごとに実施している入札参加資格申請

について，これまで入札参加者が書面により行っ

ていたものを，電子申請で行うこととしている。

システムに到達した申請データは，事前に設定し

た審査項目・基準に基づき，自動的に審査されメ

ールおよびシステムの画面（ICカードを使用し

てアクセスする申請者のみが閲覧可能）で結果が

通知される。

自動審査できない事項は，最低価格を提示した

業者のみを開札後に確認することとしており，従

来，すべての入札参加者について，職員が書面に

より審査していたのに比べ，審査業務の大幅な省

力化が実現できる。

なお，平成１５年度は自動審査項目は大阪府入札

参加資格登録の有無，指名停止の有無等，最小限

の４項目のみであったが，第二期システムでは自

動審査項目の大幅な拡大を図ることとしている。

	 電子くじ

同価格での入札が複数ある場合には，システム

により電子的に「くじ引き」を行うもの。入札参

加者が入札書の提出の際に，３ケタの任意の番号

を入力するようになっており，この数字に乱数を

付し，落札候補者を決定するため，入札参加者の

待機時間をなくすとともに，参加実感のある公平

なくじを実現している。

４ 電子調達導入

平成１５年度は，建築都市部４件，土木部１３件，

水道部２件の計１９件の建設工事について電子入札

を行い，９月１９日に最初の開札を行った。

なお，この際，用いたシステムは平成１４年度に

第一期システムとして開発を行ったものである

が，開発業者の選定に当たっては，第一期，第二

期とも総合評価一般競争入札により行い，全国の

公共団体に先駆けて開発段階から，システム監査

を導入して進めている。

導入に当たっては，後述のように事前の広報に

最大限配慮しながら進めたが，主な経緯としては

表―１（次ページ）のとおりである。

７月に行った事前試験は，当初の開発，運用ス

ケジュールでは想定していなかったものである

が，本番の入札に先んじて，操作練習をしたいと

いう事業者の方々からの要望も強く，発注部局の

職員の側でも同様に練習

環境実現の要求があった

ため，業界団体の協力も

得て，実稼動３日間で１６

件のサンプル建設工事の

模擬入札を実施した。

電子入札用 ICカード

を取得済みの約３５０者に

参加協力していただき，

机上のプランではわから

なかった問題点を明らか

にすることができ，対策

を講じることができた。

事前試験で明らかになっ
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た問題と課題は次のようなものである。

１）短時間に多数の入札参加者がシステムを利用す

ると，システムの応答性が低下し，エラーが起

こりやすくなる。

２）上記のようなシステムのメンテナンス，応答性

低下，停止等の情報をリアルタイムに提供する

仕組みが必要。

３）ジャバポリシーの設定＝入札参加者が「ジャバ

ポリシーの設定」というセキュリティに関わる

設定を行わないとシステムにアクセスできな

い。

その他にも，小さな不具合や利用面，運用面か

ら改善した方が良いと思われる点をいくつか発見

することができ，運用開始の前に対策を講じるこ

とができた。また，入札参加者への説明や注意喚

起が必要な事項についても，「電子入札ヘルプで

すよ」の運用にフィードバックするほか，ホーム

ページのQ&Aや操作上の注意事項のページに随

時記事を追加することで，適切な情報発信に努め

た。さらに，短期的には対策が難しい事項につい

ては，平成１５年度の第二期システム開発の際に改

善すべき項目として集約・リストアップし，より

確実で利用しやすいシステムを実現していくこと

としている。

さて，７月に運用を開始した電子入札システム

であるが，その後大きなトラブルもなく，初めて

の開札を迎えることとなったが，最初の入札案件

で談合を窺わせる情報があり，開札の結果，情報

どおりの共同企業体が参画し，最低価格での入札

者も情報どおりであった。

このため，落札を保留し，入札参加者から事情

聴取を行うとともに，積算内訳書の調査を行っ

た。

調査の結果，談合その他の不正行為が行われた

事実は確認できなかったものの，府の電子入札シ

ステムにおいては，開札前に入札参加者数や，共

同企業体の構成員等を正確に把握することは困難

であり，談合情報どおりの開札結果となったこと

は，大阪府電子入札心得等に抵触する何らかの不

正があった可能性が高いと判断した。よって，入

札を無効とし，公正取引委員会等関係機関へ通知

するとともに，大阪府としても警告の措置を行っ

た。

さらに，後日行った再入札では，最初の入札へ

の参加者を排除するとともに，入札参加資格を変

更し，競争性を確保することとした。

長期化する不況の中で納税者が腐心して納めて

いただいた税金を用いて公共事業が行われてお

り，こうした税金をでき

るだけ有効に活用するた

めに多くの労力をかけて

入札を行っている。

電子入札の結果情報は

大阪府のホームページで

閲覧でき，最初に入札参

加した業者名もまた然り

である。こうした点を関

係者はよく考えて今後の

入札に臨んでほしい。

表―１

月 日 内 容

平成１５年５月２９日 電子入札第１弾対象建設工事を発表。

６月５日～６月１８日 「電子調達・電子納品・情報共有」システム説明会（参加者約１，０００人）。

６月６日 第二期システム開発委託業者決定（総合評価一般競争入札，NTT西日本が落札）。

６月２６日 大阪府電子入札運用基準（平成１５年度暫定版）を策定，詳細手続きを定める。

７月３日～７月１０日 電子入札の「練習」＝事前試験を実施（参加業者約３５０者）。

７月８日 電子入札第２弾対象建設工事を発表。

７月１８日 ICカードをシステムで利用可能にする利用者登録を開始。システムの詳細な操作
等を解説する操作説明会を開催（参加者約１，０００人）。電話でのサポート「電子入札
ヘルプですよ」を開設。

８月１日 電子入札大阪府第１号の入札公告。

９月１９日 初めての開札，この日５件の電子入札案件の開札を行う。警察本部棟新築第二期電
気設備工事で談合情報があったため，開札を非公開で行い，落札決定を保留（調査
の結果，入札を無効とし，再入札とする）。

１１月２８日 予定の１９工事案件の開札を終え，第二期システム導入のため，運用を停止。

１２月２６日 平成１６年度第１弾の対象建設工事を発表。

平成１６年３月 機能を強化した第二期システムとして再稼動予定。
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５ 広報活動について

電子入札の導入に当たっては，国土交通省電子

入札コアシステム対応の ICカードの取得が必要

であり，その前提としてインターネットに接続で

きるパソコンを用意してもらう必要がある。

特に，大阪府のシステムでは先に述べたとおり

紙入札との併用を行わないこととしているため，

ICカード取得等の準備が間に合わないと入札に

参加できないこととなる。このため，入札参加者

の理解と協力を得る必要があるため，事前の広報

活動に相当の努力を払ってきた。

広報活動に当たっては，次のような点に配慮を

している。基本的な姿勢として，「早く」「ありの

ままに」情報を提供することにしている。

１）事前に指定した建設工事で電子入札を行うこと

とし，おおむね入札公告の１カ月半前にどの案

件を電子入札で行うかを公表する。

２）最初の入札案件公表と同時期に説明会の開催に

ついても案内を行い，入札参加予定者の操作不

安解消を図るとともに，余裕を持って ICカー

ドの取得等の事前準備が行えるよう配慮する。

３）説明会の定員は，希望者全員が参加できるよ

う，十分な数を確保する。

４）ホームページでの提供情報を充実させ，迅速に

更新することで最新の情報をいつでも取り出せ

るようにする。

５）システムの運用状況，メンテナンスや不具合に

関する情報も可能な限りリアルタイムで提供

し，システムと大阪府の入札・契約業務への信

頼性を確保する。

６ 今後の進め方

今後も前段で述べた広報ポリシーに基づき，適

切な情報提供を行いながら，着実に電子調達を推

進していきたいと考えている（図―２）。

１）平成１５年度から１８年度にかけて大阪府電子調達

システム開発委託（第二期）を行い，第一期シ

ステムをベースに，機能を強化するとともに多

様な入札方式に対応できるようにする。

また，測量・建設コンサルタント等の委託業

務にも対象範囲を拡大する。

２）平成１６年度以降，システムの強化にあわせて，

対象建設工事の範囲を拡大し，対象となる入札

方式も順次拡大していき，平成１９年度に本格導

入をめざす。

入札参加者への広報活動や支援を行いながら，

段階的に電子入札を導入して行くわけであるが，

今後の具体的な広報活動・支援の取り組みとして

は，�多数の者を対象とした説明会の開催，�電

話でのサポート「ヘルプですよ」の運用，�ホー

ムページでの提供情報の拡充等に加えて，パソコ

ンやインターネット環境の整備が進んでいない事

業者に対する何らかの支援も検討している。

今後とも，入札参加者，府民の方々の，理解と

協力を得て，円滑かつ着実に平成１９年度の電子入

札本格導入＝すべての建設工事で電子入札を行う

＝をめざして，取り組みを進めていきたいと考え

ている。

大阪府電子調達

（電子入札）

ホームページ http : //

www . pref . osaka . jp /

kenso/e―nyusatsu/

特集 建設業における IT 化の推進

２０ 建設マネジメント技術 2004年 2月号


